
〒 － 〒 －

人 人

第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 R 5 年 10 月 10 日

第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

年 月 4 年 9 月 1 5 年 9 月 1

年 月 5 年 8 月 31 6 年 8 月 31

年 月 日

号 変更受付
【記入不要】

　　③商号等の頭文字
　　　 （ひらがな一字）氏　名

④本社・本店（主たる営業所） ⑤本市と契約を締結する営業所（受任者（支店等）を置く場合のみ記入） ⑥希望業種

お令和　　 年　　 月　　 日 ﾌﾘｶﾞﾅ ｶｼﾜﾗ ｻﾌﾞﾛｳ
柏原　三郎

ﾌﾘｶﾞﾅ ｵｵｻｶ ｶｼﾜﾗ ﾌﾘｶﾞﾅ ｵｵｻｶｶｼﾜﾗ ｵｵｻｶｼﾃﾝ
土木関係建設コンサルタント

商　　　号
又は名称 株式会社　大阪柏原

商　　　号
又は名称 株式会社　大阪柏原　大阪支店

※実印を使用印とする
　場合は実印を押印

使用印鑑

072-972-1730 FAX番号 072-971-2530 電話番号

計量証明事業者

不動産鑑定業者

06-0000-0000 FAX番号 06-0000-0000

測量業者 建築士事務所

電話番号

土地家屋調査士 司法書士

補償コンサルタント

柏原市測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査申請書　（令和7・8年度） 測－様式第1-1号（表）

①区分

新　規

令和　　 年　　 月　　 日
②本書の
　 作成者

所　属 総務課

072-000-0000
更　新

令和　　 年　　 月　　 日 T E L

受付番号
【記入不要】

第

令和　　 年　　 月　　 日

○

千円

540 0000

大阪府柏原市安堂町1番55号 大阪府大阪市中央区大手前○丁目○番○号

代表者職 代表取締役 受任者職 大阪支店長 合計人数

⑦資本金 10,000

所在地
千円⑧自己資本額

582 8555

所在地
500,000

⑨営業年数

地質調査業者

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日

10

登録事業名 登録番号

keiyaku@city.kashiwara.osaka.jp Eメール

ﾌﾘｶﾞﾅ

代表者名

ﾌﾘｶﾞﾅ

受任者名

50

○

515,166

ｶｼﾜﾗ ｼﾞﾛｳ
柏原　次郎

⑫情報保護関係

登録年月日

⑪障害者雇用数

プライバシーマーク

I　S　M　S

千円

建設コンサルタント 0000

人

○
　　私は、令和7・8年度柏原市測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査を申請するにあたり、資格要件に該当しており、記載事項について事実と相違ないことを誓約します。

　　また、資格要件に該当しないことになった場合には、遅滞なくその旨を貴市に届け出ることも誓約します。

　　なお、入札（見積）等の参加又は辞退、契約の締結、代金（還付）の請求、受領及び契約履行に係る各種届出のために使用する印鑑を次のとおり届け出ます。

実　印

4,541

⑬登録
　 を受

　 けて

　 いる
　 事業

千円

千円

直近2年間の年間平均実績高

519,707

令和

千円合　　計

5,0604,021 千円

544,471 千円 494,941

（税込）

希望業種

※1　直近3期分決算の欄は、直近1期分決算と直近2期分決算の月数の合計が24ヶ月に満たない場合のみ、不足月数に係る実績高を記入すること。

柏原市病院事業管理者 商号又は名称

代表者職氏名

株式会社　大阪柏原

令　和 6 12 13

柏　　　原　　　市　　　長

様

所　　在　　地 大阪府柏原市安堂町1番55号

代表取締役
柏原　太郎

その他

　　受任者を置く場合、⑤の欄のとおりとし、入札（見積）等の参加又は辞退、契約の締結・履行、契約（入札）保証金の納付、代金（還付）の請求、受領、

復代理人の選任及びこれらに付随することについて一切の権限を委任します。

千円

令和 日まで

540,450 千円

令和 日まで

489,881 千円

日まで

千円

千円

千円

直近1期分決算

○
年30

日から

Eメール nyusatsu@city.kashiwara.osaka.jp

⑩常勤職員数
技術職員

ｶｼﾜﾗ ﾀﾛｳ

直近2期分決算

令和 日から

直近3期分決算　※1

日から
　⑭実績高

柏原　太郎 5

黄色のセルのみ記入（オレンジ色のセルは押印） 支店等を置く場合のみ記入

「ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ」等は不要「ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ」等は不要

必ず押印

千円未満は切り捨てで記入

右記の合計が24ヶ月に満たない場合のみ記入
【直近3期分決算の業務実績高×不足月数／当該事業年度の月数】

1



全て

受任

全て

受任

○

登録

希望

測－様式第1-2号（裏）

⑮
有
資
格
者
数

測
量
士

測
量
士
補

G
I
S
上
級
技
術
者

構
造
設
計
一
級
建
築
士

設
備
設
計
一
級
建
築
士

一
級
建
築
士

二
級
建
築
士

建
築
設
備
士

A
P
E
C
エ
ン
ジ
ニ
ア

技術士　※1 RCCM

機
械
部
門

電
気
電
子
部
門

建設部門 上下水道部門 衛
生
工
学
部
門

農
業
部
門

森
林
部
門

水
産
部
門

情
報
工
学
部
門

応
用
理
学
部
門

総
合
技
術
監
理
部
門

河
川

、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
部
門

道
路
部
門

土
質
及
び
基
礎

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

都
市
及
び
地
方
計
画

河
川

、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空
港

電
力
土
木

道
路

鉄
道

ト
ン
ネ
ル

施
工
計
画

、
施
工
設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

下
水
道

4 2

建
築
積
算
士

（
建
築
積
算
資
格
者

）
1

2 1

2 34 2
○1

1 1

1

⑮
有
資
格
者
数

RCCM 第
一
種
電
気
主
任
技
術
者

伝
送
交
換
主
任
技
術
者

線
路
主
任
技
術
者

地
質
調
査
技
士

補
償
業
務
管
理
士

1
級
建
築
施
工
管
理
技
士

1
級
電
気
工
事
施
工
管
理
技
士

1
級
管
工
事
施
工
管
理
技
士

1
級
造
園
施
工
管
理
技
士

1
級
建
設
機
械
施
工
技
士

水
道
浄
水
施
設
管
理
技
士

（
1
級

）

地
質
部
門

土
質
及
び
基
礎
部
門

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト
部
門

そ
の
他
の
部
門

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道
部
門

下
水
道
部
門

造
園
部
門

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画
部
門

環
境
計
量
士

（
騒
音
・
振
動
関
係

）

1 1 1 2

1

水
道
管
路
施
設
管
理
技
士

（
1
級

）

不
動
産
鑑
定
士
補

土
地
家
屋
調
査
士

司
法
書
士

1
級
土
木
施
工
管
理
技
士

公
共
用
地
経
験
者

不
動
産
鑑
定
士

環
境
計
量
士

（
濃
度
関
係

）

1 2 1

2 2 1

1

⑯
登
録
部
門
及
び
希
望
業
務

測量 建築・構造・設備設計 土木関係建設コンサルタント 補償コンサルタント 環境調査

測
量
一
般

地
図
の
調
整

航
空
測
量

G
I
S

建
築
一
般

意
匠

構
造

暖
冷
房

衛
生

電
気

建
築
積
算

機
械
積
算

電
気
積
算

工
事
監
理

（
建
築

）
　
※
2

工
事
監
理

（
機
械

）
　
※
2

工
事
監
理

（
電
気

）
　
※
2

調
査

耐
震
診
断

河
川

、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空
港

電
力
土
木

道
路

鉄
道

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

下
水
道

農
業
土
木

森
林
土
木

水
産
土
木

機
械

電
気
電
子

土
地
調
査

廃
棄
物

造
園

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

地
質

土
質
及
び
基
礎

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

計量証明事業

濃
度

特
定
濃
度

音
圧
レ
ベ
ル

振
動
加
速
度
レ
ベ
ル

土
地
評
価

物
件

機
械
工
作
物

営
業
補
償
・
特
殊
補
償

事
業
損
失

総
合
補
償

補
償
関
連

ト
ン
ネ
ル

施
工
計
画

、
施
工
設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

○ ○ ○ ○ ○

① ② ③

　　　 なお、総合技術監理部門を除く各部門の有資格者数には、総合技術監理部門（該当する選択科目）の人数も計上すること。

※2　工事監理（建築）、工事監理（機械）及び工事監理（電気）については、自社の設計した事案以外の工事監理業務についても記入すること。

商号又は名称（ 株式会社　大阪柏原 ）

※1　技術士の有資格者数の記入にあたって、各部門の選択科目によっては計上できない場合がある。別添の提出要領の表-3を参考にし、注意して記入すること。

黄色のセルのみ記入

⑥希望業種で記入した希望する業務全てに「○」印を記入

ただし、土木関係建設コンサルタントを希望する場合のみ、希望する部門を第3希望まで記入

技術士の有資格者数は、提出要領の表－3を参考に記入

なお、総合技術監理部門を除く各部門の有資格者数には総合技術監理部門（該当する選択科目）の人数も計上

2



区
分

発　　注　　者
元請　・

下請の別
件名（業務名） 業　　務　　概　　要

柏原市長 元請 ○○排水区実施設計業務 開削工法 L=570ｍ 6,500 千円 令和 5 年 5 月～ 令和 6 年 3 月

柏原市長 下請 ○○線道路設計業務
路線測量 0.8ｍ、予備設計 一
式

4,500 千円 令和 5 年 6 月～ 令和 6 年 1 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

○○県 元請 ○○地区計画業務 計画面積A=3.5ha 30,000 千円 令和 5 年 6 月～ 令和 6 年 1 月

○ 千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

○ 千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

○○商事 元請 ○○ビル建築現場地質調査業務 ボーリング 15箇所、H=25ｍ 15,000 千円 令和 5 年 4 月～ 令和 5 年 12 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

千円 年 月～ 年 月

）

※　「別紙のとおり」と記入を省略しないこと。また、記入する内容は、受注を希望する実績を中心に記入すること。

商号又は名称（ 株式会社　大阪柏原

測－様式第1-3号

⑰
直
近
2
年
間
の
官
公
庁
等
の
実
績

契約金額（税込） 業　務　期　間

柏
原
市

他
の
官
公
庁

一
般
企
業
等

黄色のセルのみ記入

本欄は「別紙のとおり」等と記入を省略せず、必ず記入

また、受注を希望する実績を中心に記入

千円未満は切り捨てで記入
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番号 営 業 所 の 名 称 電 話 番 号

1 柏原営業所 〒 582 － 8555 072-972-1730

2 大阪支店 〒 540 － 0000 06-0000-0000

3 〒 －

4 〒 －

5 〒 －

6 〒 －

7 〒 －

8 〒 －

9 〒 －

10 〒 －

）

測－様式第2号

営　　業　　所　　一　　覧　　表

所　　　　　在　　　　　地 F A X 番 号

大阪府柏原市安堂町1番55号 072-971-2530

郵 便 番 号

大阪府大阪市中央区大手前○丁目○番○号 06-0000-0000

※　柏原市へ技術者の派遣が可能な営業所を、柏原市内、大阪府内、他の都道府県の順に記入すること。
　　 この様式の記入事項を満たしていれば、独自様式でも可。

商号又は名称（ 株式会社　大阪柏原

黄色のセルのみ記入



発　　注　　者
元請　・

下請の別
件名（業務名） 業　　務　　概　　要

○○県 元請 ○○川護岸設計業務 延長150ｍ（両岸） 20,000 千円 令和 6 年 5 月～ 令和 6 年 11

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

千円 年 月～ 年

）

測－様式第3号

直近2年間の官公庁等の実績表

契約金額（税込） 業　務　期　間

月

月

月

月

月

月

月

月

※　この様式の記入事項を満たしていれば、独自様式でも可。

商号又は名称（ 株式会社　大阪柏原

月

月

月

月

月

月

黄色のセルのみ記入

千円未満は切り捨てで記入



学校の
種　類

専攻
学科

名　　　称

本店 柏原　四郎 昭和 59 年 5 月 20 日 大学 土木科 技術士（下水道） 令和 4 年 7 月 12 日 公共下水道実施設計業務 15 年 4 ヶ月

支店 柏原　五郎 昭和 54 年 8 月 4 日 大学 土木科 技術士（道路） 平成 30 年 8 月 5 日 国道○○号道路詳細設計業務 20 年 7 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

年 月 日 年 月 日 年 ヶ月

）

測－様式第4号

　技　　術　　者　　名　　簿

本店
支店
の別

氏　　　名 生　年　月　日

最終学歴 法令による免許等

実　務　経　歴 実務経験年月

取 得 年 月 日

商号又は名称（ 株式会社　大阪柏原

※　直近の事業年度終了日現在の技術者を記入すること。

　　 「本店支店の別」の欄は、「本店」と「支店名（柏原支店や大阪支店等）」を記入すること。

　　 「生年月日」の欄は、省略可。

　　 「学校の種類」の欄は中学、高校、高専、大学等の別を記入すること。

　　 この様式の記入事項を満たしていれば、独自様式でも可。

黄色のセルのみ記入



株式会社　大阪柏原 ）

※　この様式は、柏原市内の営業所（本社､支店等）を置く場合に提出すること（市内・準市内業者のみ）。
　　 事務所の位置をわかり易く表示すること。
　　 この様式の内容を満たしていれば、独自様式でも可。

商号又は名称（

測－様式第5号

柏原市内の営業所（事務所）所在地位置図

柏原市内の事務所の位置図

【北に方位（矢印）を記すこと】

黄色のセルのみ記入（オレンジ色のセルは位置図を貼り付け）



№
書類様式
番 号 等

部数
複写
（写）
可否

申請者
チェック

欄

1
第1-1号
第1-2号
第1-3号

1 否 ✓

2 指定用紙 1 〃 ✓

3 ― 各1 可 ✓

4 第2号 1 〃 ✓

5 第3号 1 〃 ✓

6 第4号 1 〃 ✓

7 第5号 1 〃 ✓

個人事業（営業）

市
外
業
者

9 ― 1 〃 ✓

10
住民票
（令和6年9月1日以降に発行されたもの。）

― 1 〃 ✓

11 ― 1 〃 ✓

12
確定申告書
（財務諸表でも可。）

― 1 〃 ✓

13 ― 1 〃 ✓

測－様式第6号

柏原市測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査申請 確認票　（令和7・8年度）

申　請　に　必　要　な　添　付　書　類

柏原市測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査申請書
（『実印』及び『使用印』を押印のこと。また、1・2ページは両面コピー（短辺綴）し１枚にまとめること（各々
で両面印刷設定後、「shift」を押しながらエクセルシートを2つ選択し印刷）。）

電子入札パスワード申請書
（既に提出済みの登録業者については提出不要。また、更新登録業者で提出していない場合は添付
し、新規登録業者については、令和7年3月3日以降に提出すること。）

許可（登録）証明書等
（希望する業種について許可・登録を受けているもの。）

8

証

明

関

係

等

法人等

《国税》
法人税・消費税（証明様式その3の3）
（令和6年9月1日以降に発行されたもの。な
お、新型コロナウィルス感染症の影響等により
猶予制度の適用を受けた者は「納税の猶予許
可通知書」の写し又は「納税証明書（その1）」
の写しを提出すること。上記証明書の提出は
不要。）

《国税》
所得税・消費税（証明様式その3の2）
（令和6年9月1日以降に発行されたもの。な
お、新型コロナウィルス感染症の影響等により
猶予制度の適用を受けた者は「納税の猶予許
可通知書」の写し又は「納税証明書（その1）」
の写しを提出すること。上記証明書の提出は
不要。）

全
業
者

《市税》
納税証明書（未納のない証明）
（令和6年9月1日以降に発行されたもの。なお、直近（おおむね10日以内）に市税を納めた場
合は、納税の確認ができないことがあるため、領収証を納税課へ持参。）

―

営業所一覧表
（主たる営業所以外の営業所が無い場合は、提出不要。また、独自様式でも可。）

直近2年間の官公庁等の実績表
（入札参加資格審査申請書の⑯欄に記入しきれない場合のみ添付。また、独自様式でも可。）

技術者名簿
（独自様式でも可。）

柏原市内の営業所（事務所）所在地位置図
（市内・準市内業者のみ添付。また、独自様式でも可。）

1 可 ✓
市
内
・
準
市
内
業
者

　　 返信用封筒は、ホームページにて随時公表するため不要。

履歴事項全部証明書（登記簿謄本）
（令和6年9月1日以降に発行されたもの。）

印鑑証明
（証明年月日が令和6年9月1日以降のもの。なお、複写の際に拡大、縮小したものは不可。）

直近決算の財務諸表（貸借対照表及び損益
計算書）

経営規模総括表
（作成している場合のみ。）

※　№3～№13については、全てピンク色のフラットファイルに番号順に綴じること（№1～№2については、ファイルに綴じない）。

　　 申請者チェック欄にチェックを入れ、添付書類等を確認すること（本確認票は提出不要）。

黄色のセルのみ記入


